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厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業） 

総括研究報告書 

高年齢労働者の身体的能力の実態把握とそれに基づく転倒を始めとした労働災害防止対策の効果の検証

のための研究 

研究代表者 財津 將嘉 産業医科大学高年齢労働者産業保健研究センター・教授 

 

研究要旨 

日本の高齢者人口と高年齢労働者の増加に伴い、労働災害も増加している。特に 60歳以上の労働災害

が顕著で全労働災害の約 28.7％を占めている。高齢者の労働災害防止のためのエイジフレンドリーガイ

ドラインが存在するが、労働災害の減少はまだ課題である。高齢者は心身機能の低下により労働災害リ

スクが高まるが、若年層と高年齢労働者の心身機能を直接比較した指標は 1967年まで遡り、その後の最

新指標がない。よって、本研究では、この最新版の指標を作成し、さらに高年齢労働者の労働災害の詳

細な分析を通じてエイジフレンドリーガイドラインの実施状況や効果を把握し、該当ガイドラインのエ

ッセンス版の作成を行い、最終的にはより効果的な労働災害防止策の提言を目的とする。 

労働災害疫学研究チームでは、公開されている休業 4日以上の労働災害死傷病報告データを用いた

2013～2019年の年齢調整直接法を用いたトレンド分析を全業種および各業種で実施した。アウトカムの

労働災害については、厚生労働省「職場のあんぜんサイト」より該当年の死亡および全労働災害の統計

確定値をダウンロードし、労働者の母集団としては総務省「労働力調査」基本集計より、2013〜2019

年度の各年度の年齢階級ごとの産業別雇用者数の集計値をダウンロードして、年齢調整労働災害発生率

を推計した。死亡災害の年齢調整発生率は年間 5%の有意な減少が観察された。一方、全労働災害の年齢

調整発生率の推移には統計学的な経年変化は観察されなかった。各業種では、死亡災害は製造業、建設

業、商業に減少傾向が見られたが、運輸業と保健衛生業では経年変化は見られなかった。全労働災害は

建設業では減少傾向が見られたが、製造業と運輸業では経年変化が見られず、商業と保健衛生業では増

加傾向であった。 

心身機能等人間工学研究チームでは、最新指標の作成のために、文献レビューおよび平衡感覚・姿勢

保持能評価の予備試行を実施した。文献レビューは、過去 10年間とし、身体機能の評価指標 212項目、

認知機能の評価指標 216項目が抽出された。平衡感覚・姿勢保持能評価スキームの予備試行では、若年

者と高年齢労働者の身体測定の実現可能性が高いことが示唆された。 

次年度以降は、身体指標の計測と労働災害疫学研究を継続して実施しデータを収集、最終年度の最新指

標とエイジフレンドリーガイドラインのエッセンス版の策定に向けて本研究を継続する。 
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研究分担者・所属機関名・職名 

財津將嘉・産業医科大学高年齢労働者産業保健

研究センター・教授 

酒井一博・大原記念労働科学研究所・主管研究員 

東尚弘・東京大学・大学院医学系研究科・教授 

研究協力者・所属機関名・職名 

仁木真司・産業医科大学高年齢労働者産業保健

研究センター・准教授 

津島沙輝・産業医科大学高年齢労働者産業保健

研究センター・産業医学専修医 

廣橋聡良・産業医科大学高年齢労働者産業保健

研究センター・産業医学専修医 

松田文子・大原記念労働科学研究所・特別研究員 

石井賢治・大原記念労働科学研究所・主任研究員 

湯淺晶子・東京女子医科大学看護学部・講師 

芳地泰幸・順天堂大学スポーツ健康科学部・准教

授 

原田若奈・川崎市立看護大学看護学科・助教 

永峰大輝・東京女子医科大学医学部・助教 

池上徹・大原記念労働科学研究所・特別研究員 

 

A．研究目的 

日本の高齢者人口と高年齢労働者の増加に伴い、

労働災害も増えると予想される。特に 60歳以上

の労働者の労働災害は増加傾向にあり、全労働

災害の約 28.7％を占めている。高齢者の労働災

害防止のためのガイドラインが存在するが、労働

災害の減少はまだ課題である。高齢者は心身機能

の低下により労働災害リスクが高まる。現在、若

年層と高年齢労働者の心身機能を比較する最新

指標がなく、労働災害防止対策が十分に行われて

いない。この最新指標の作成と、高年齢労働者の

労働災害の状況の詳細な分析を通じて、より効果

的な防止策を講じることが求められている。本研

究では、高年齢労働者の心身機能の測定に関する

項目を整理し、試行を通じて測定項目を選定する

とともに高年齢労働者の労働災害データの分析

を行い、特色を明らかにすることを目的とした。 

 

B．研究方法 

【１】労働災害の疫学分析（東班員との共同した

分担研究）： 

 労働災害疫学研究チームでは、労働災害の疫

学的傾向の評価の手法を確立するために、公開デ

ータを用いた日本の労働災害の全数調査による

記述分析およびトレンド分析を実施した。東日本

大震災、および COVID-19の短期的な労働災害へ

の影響を考慮して、観察期間は 2013年～2019年

とした。 

データソースは労働者の母集団として、総務省

「労働力調査」基本集計より、2013〜2019年度

の各年度の年齢階級ごとの産業別雇用者数の集

計値を、e-Stat よりダウンロードした。労働災

害のデータについては、厚生労働省「職場のあん

ぜんサイト」より、各年の死亡災害統計確定値お

よび死傷災害統計確定値の年齢階級ごとの産業

別集計値をダウンロードした。アウトカムの労働

災害発生は、休業 4 日以上の労働災害として登

録された場合と定義した。労働災害の型は、死亡、

および全労働災害の 2 つを対象とした。母集団

は各年度の全業種の全雇用者、基準人口は 2015

年度の全業種の全雇用者数とした。統計解析は、

年齢調整直接法を用いて労働災害発生率（雇用

者 10万対）を求めた。また、観察期間中の労働

災害発生率の推移について、Joinpoint回帰分析

を用いて annual percent change（APC）と 95％

信頼区間（CI）を求めた。業種による層別化も行

った。本研究の実施にあたっては、産業医科大学

倫理委員会（R4-054）の承認を得た。 
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【２】高年齢労働者の心身機能の測定及び指標

作成(酒井班員による分担研究)： 

心身機能等人間工学研究チームでは、高年齢

労働者の心身機能の測定及び最新指標の作成の

ため、まずは PubMedと医中誌を用いて文献レ

ビューに着手した。発行年は検索時点から過去

10年間とし、19歳以上を対象としたレビュー

論文で抄録および本文が入手できることを条件

にした。分析対象のレビュー論文から、身体機

能、認知機能の評価指標および測定対象のデー

タを抽出した。 

平衡感覚・姿勢保持能評価の予備試行につい

て、転倒リスク・姿勢保持やバランス能力等を

計測可能な市販の機器 3種類について、予備的

に測定を行い、握力、長座位体前屈、Mini-

Mental State Examination、Trail Making 

Test、質問紙等とともに、評価値を年齢層別に

比較した。 

 

C. 研究結果 

【１】死亡災害の年齢調整発生率は減少傾向で

あった。一方、全労働災害の年齢調整発生率

は、観察期間において横ばいであった。回帰分

析では、死亡災害の年齢調整発生率は年間 5%の

有意な減少が観察された。一方、全労働災害の

年齢調整発生率の APCに統計学的な変化はなか

った。 

業種別の死亡災害の年齢調整発生率は、建設

業、運輸業、製造業、商業、保健衛生業の順に高

かった。2019年の全業種の年齢調整発生率（1.4）

と比べると、建設業は 4.4倍、運輸業は 2.3倍、

製造業は同等、商業は約 0.4 倍、保健衛生業は

約 0.1 倍であった。業種別の全労働災害の年齢

調整発生率は、運輸業、建設業、製造業、商業、

保健衛生業の順に高かった。2019年の全業種の

年齢調整発生率（205.6）と比べると、運輸業は

2.7倍、建設業は 1.8倍、製造業は 1.3倍、商業

は 0.9 倍、保健衛生業は 0.8 倍であった。業種

別では、全労働災害について、製造業と運輸業で

は APC の変化は観察されず、商業と保健衛生業

では APCの有意な上昇が観察された。 

 

【２】データベース検索した 385件のレビュー

論文のうち 222件が分析対象となった。１つの

論文でしか記述されていない評価指標も多く、

身体機能の測定対象は 40項目が抽出され、筋

力、筋肉量、バランス、握力、肺機能、歩行な

どがあったが、記述していない論文も多かっ

た。認知機能の評価指標は、216項目が抽出さ

れた。Mini-mental State Examination

（MMSE）が最も多く、67件の論文に記述されて

いた。次いで、Montreal Cognitive 

Assessment（MoCA）26件、Trail Making Test

（TMT）23件、Wechsler Adult Intelligence 

Scale（WAIS）17件、Stroop Test14件、

Alzheimer's Disease Assessment Scale 

（ADAS）12件、Clock Drawing Test（CDT）11

件の順であった。認知機能の測定対象は 47項

目抽出されたが、評価指標との識別が難しかっ

た。 

平衡感覚・姿勢保持能では 20〜70歳代まで

45名で予備テストを実施した。平均値をみる

と、最も若い 20代の群と最も高齢の 70代の群

の差はあるものの、各年代層の結果を踏まえる

と年齢による差異が顕著な指標と、その傾向が

見出しにくい指標があることが分かった。これ

が機器による特性か対象者の特性による差なの

かは、検証の継続が必要である。 

 

D．考察 
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労働災害の疫学的傾向の分析において、死亡災

害の減少がみられ、重大事故への国の労働災害防

止計画に関する取り組みや労働安全対策による

効果が出ていることが考えられた。一方で、労働

災害全体としては変化がない。高年齢労働者で課

題となっている転倒等についての発生率の推移

を分析することは最新指標の作成や、効果のある

予防対策を検討する上で引き続き重要である。業

種別においては、特に建設業と運輸業で、全業種

の結果に比して発生率が高かった。中小規模事業

所では、安全衛生や産業保健の考えが十分に浸透

していないことが予想され、そういった箇所にも

対策が行き届くようにエイジフレンドリーガイド

ラインのエッセンス版の策定を検討していく必要

がある。 

心身機能の測定及び指標作成では、文献レビュ

ーにより、身体認知機能は多種多様の指標によっ

て評価されてきたことが明らかになった。複数の

測定項目を組み合わせた評価指標も多く、頑健な

指標作成には更なる調整が必要である。また、職

場で労働者を測定する場合、測定の簡便さと費

用、測定方法と結果の精度ならびに安全性の確保

を同時に検討する必要があり、包括的な心身機能

の評価方法は引き続き検討が必要である。平衡感

覚・姿勢保持能評価の予備テストから、世代間の

測定値が指標により異なるため考慮があること

が示唆された。 

 

E．結論 

本研究により、公開データを用いて、2013〜

2019年の間の年齢分布の影響を考慮した死亡災

害と全労働災害の年齢調整発生率を明らかにし、

年齢調整発生率の経時的変化について、死亡災

害と全労働災害の一様ではないパターンを明ら

かにすることができた。また、若年者と高年齢労

働者の身体測定には 3 種類の測定機器の組み合

わせで実現可能性が高いことが示唆された。今後

はデータを増すことで、より加齢による心身機能

の変化を推定できる。測定及び分析を通じて、高

年齢労働者の心身機能の指標作成に繋げていく

とともに、死傷病報告等の分析を通じて、エイジ

フレンドリーガイドラインのエッセンス版の作成

に繋げていく。 

 

F．研究発表 

1. 論文発表 

津島沙輝，仁木真司，財津將嘉．労働災害の年

齢調整発生率の推移:公開統計を用いた分析.産

業医学ジャーナル.2023;46(4):48-57 

2. 学会発表 

第 96回日本産業衛生学会. 公開統計を用いた

年齢調整労働災害発生率の推移 (2013-2019

年).2023年 5月 

第 33 回日本産業衛生学会全国協議会. 労働

災害の年齢調整発生率の統計学的推移：公開統

計を用いた分析. 2023年 10月 

第82回日本公衆衛生学会総会. 公開統計を用

いた業種別労働災害発生率の推移（2013-2019

年）. 2023年 10月 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

  なし 

２．実用新案登録 

  なし 

３．その他 

なし 
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2023年度厚生労働科学研究費（労働安全衛生総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

労働災害の年齢調整発生率の推移：公開統計を用いた分析 

 

研究協力者 津島沙輝 産業医科大学高年齢労働者産業保健研究センター産業医学専修医 

研究分担者 東 尚弘 東京大学大学院医学系研究科公衆衛生学分野 教授 

研究協力者 仁木真司 産業医科大学高年齢労働者産業保健研究センター准教授 

研究協力者 廣橋聡良 産業医科大学高年齢労働者産業保健研究センター産業医学専修医 

研究代表者 財津將嘉 産業医科大学 高年齢労働者産業保健研究センター 教授 

 

【目的】本研究の目的は、全業種及び各業種を対象とし、労働災害について年齢分布の影響

を考慮した年齢調整発生率を求め、その経時的変化を明らかにすることとした。 

【方法】本研究のデザインは公開データを用いたトレンド分析である。観察期間は 2013～

2019 年とし、データは総務省「労働力調査」より該当年の産業別雇用者数を、厚生労働省

「職場のあんぜんサイト」より該当年の労働災害統計確定値をダウンロードし使用した。業

種は製造業、建設業、運輸業、商業、保健衛生業を対象とした。年齢調整発生率を求める際

の基準人口は 2015年の全業種の全雇用者数とした。解析は、年齢調整直接法を用いて各年

の労働災害発生率（雇用者 10万対）を全業種及び各業種で死亡災害/全労働災害（死亡含む

休業 4日以上）に分けて求めたのち、Joinpoint回帰分析を用いて観察期間中の労働災害発

生率の年変化率（APC : annual percent change）と 95％信頼区間（CI）を推計した。文節

点がある場合には、観察期間中の平均年変化率（AAPC : average annual percent change）

を求めた。 

【結果】全体では、死亡災害の年齢調整発生率は APC-5.1（P=0.001）と年間 5%の有意な減

少が観察された。一方、全労働災害の年齢調整発生率の推移には統計学的な経年変化は観察

されなかった。各業種では、死亡災害は製造業、建設業、商業に減少傾向が見られたが、運

輸業と保健衛生業では経年変化は見られなかった。全労働災害は建設業では減少傾向が見ら

れたが、製造業と運輸業では経年変化が見られず、商業と保健衛生業では増加傾向であった。 

【結論】本研究で明らかになった知見を活かし、今後はより具体的な集団や転倒など個別の

事象に着目した疫学研究を進め、労働災害防止対策を検討する際のエビデンスの集積を続け

る。 

 

 

A. 研究目的 

本邦では、令和４年の 60歳以上の高年齢

労働者は雇用者全体の 18.4％を、労働災害

による休業 4 日以上の死傷者数では

28.7％を占めている１）。今後ますます労働者

の高齢化が進むことが考えられ、それに伴い
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労働災害の増加が懸念されている。しかし、

労働災害の発生やリスクについて、本邦の労

働災害統計値である厚生労働省の報告２）を

用い統計学的な検証をした疫学研究は我々

の知る限りみられない。また同報告内では、

「1年間の労働者 1000人当たりに発生した

死傷者数の割合（千人率）」により休業 4日

以上の労働災害発生状況の推移が評価され

ているが、この変化を見るだけでは、高年齢

労働者の増加による年齢構成の変化を踏ま

えた正確な比較ができず、現在の統計値だけ

では労働災害対策のターゲットの把握が不

十分である可能性がある。 

そこで、本研究では労働災害について年齢

分布の影響を考慮した年齢調整発生率を明

らかにすることを目的とした。さらにその経

時的変化を、がん統計でしばしば用いられる

手法である Joinpoint 回帰分析を用いて明

らかにすることとした。 

 

B. 研究方法 

１．研究デザイン 

本研究のデザインは、公開データを用いた

記述分析およびトレンド分析とした。東日本

大震災およびCOVID-19の短期的な労働災害

への影響を考慮して、観察期間は 2013年～

2019年とした。 

 

２．データソース 

労働者の母集団として、総務省「労働力調

査」基本集計より、2013〜2019年度の各年

度の年齢階級ごとの産業別雇用者数の集計

値（第 II-2-2 表 年齢階級，産業別雇用者

数）を、e-Stat（https://www.e-stat.go.jp）

よりダウンロードした。労働災害のデータに

ついては、厚生労働省「職場のあんぜんサイ

ト」より、2013〜2019年の各年の死亡災害

統計確定値および死傷災害統計確定値の年

齢階級ごとの産業別集計値をダウンロード

した 2）。 

 

３．アウトカム、母集団及び基準人口 

 アウトカムとしての労働災害の発生は、国

に労働災害死傷病報告を通じて、死亡災害

または休業 4 日以上の労働災害として登録

された場合と定義した。労働災害の型につい

ては、（a）死亡災害のみ、および（b）死亡

災害を含む全労働災害の２つを対象とした。 

母集団は、各年度の全業種の全雇用者と

した。 

基準人口は、最新のがん統計などで利用さ

れる基準人口（2015年人口モデル）に合わ

せて、2015年度の全業種の全雇用者数と定

義した（表１）。 

 

４．統計解析 

 年齢調整直接法を用い、各年の（1）死亡

災害の年齢調整発生率（雇用者 10 万対）、

（2）死亡災害を含む全労働災害の年齢調整

発生率（雇用者 10万対）を求めた。各年齢

階級は、労働災害死傷病報告の公開データ

が 10歳階級であるため、それに合わせて 15
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〜19歳、20〜29歳、30〜39歳、40〜49歳、

50〜59歳、60歳以上とした。また、年齢調

整直接法は上記の式で行った。 

また、15〜39歳、40〜59歳、60歳以上の

３つの年齢グループに層別して年齢調整労

働災害発生率を求めた。 

観察期間中の労働災害発生率の推移につ

いて、がん統計で用いられる先行研究を参考

にし３),４)、Joinpoint 回帰分析を用いて

annual percent change（APC）と 95％信頼

区間（CI）を求めた５)。文節点（Joinpoint）

がある場合には 2013〜 2019 年の間の

average annual percent change (AAPC)も

求めた。 Joinpoint Software（ version 

4.9.1.0）は、National Cancer Institute

のウェブサイトより必要情報を登録しダウ

ンロードし使用した６)。 

さらに、業種による層別解析として、労働

力調査と労働災害死傷病報告の業種分類は

完全には一致しないが、以下を定義して年齢

調整労働災害発生率、および APC を同様に

求めた。 

(1)製造業：労働力調査と労働災害死傷病報

告で「製造業」 

(2)建設業：労働力調査と労働災害死傷病報

告で「建設業」 

(3)運輸業：労働力調査は「運輸業，郵便業」、

労働災害死傷病報告は「運輸交通業」と「貨

物取扱」 

(4)商業：労働力調査は「卸売業，小売業」、

労働災害死傷病報告は「商業」 

(5)保健衛生業：労働力調査は「医療，福祉」、

労働災害死傷病報告は「保健衛生業」 

 

５．倫理的配慮 

本研究の実施にあたっては、産業医科大学

倫理委員会（R4-054）の承認を得た。 

 

C. 研究結果 

全体として死亡災害の年齢調整発生率は

観察期間中において減少傾向であり（表2）、

各年齢グループでも同様であった（図 1）。

全労働災害の年齢調整発生率は、観察期間

において横ばいであり（表 3）、各年齢グル

ープでも同様であった（図 2）。 

Joinpoint回帰分析では、死亡災害の年齢

調整発生率の推移に文節点はなく、APCは-

5.1（P=0.001）と年間 5%の有意な減少が観

察された（図 3）。一方、全労働災害の年齢

調整発生率の推移に文節点は観察されず、

APCは有意ではなく統計学的な変化は観察さ

れなかった（図 3）。 

業種別の死亡災害の年齢調整発生率は、

建設業、運輸業、製造業、商業、保健衛生業

年齢調整発生率 =
Σ (各年齢の発生率 ×  基準人口の該当年齢の雇用者数)

基準人口の全雇用者数
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の順に高かった（図４）。2019年の全業種の

年齢調整発生率（1.4）と比べると、建設業

は 4.4倍、運輸業は 2.3 倍、製造業は同等、

商業は約 0.4 倍、保健衛生業は約 0.1 倍で

あった（表 4）。業種別の全労働災害の年齢

調整発生率は、運輸業、建設業、製造業、商

業、保健衛生業の順に高かった（図 5）。2019

年の全業種の年齢調整発生率（205.6）と比

べると、運輸業は 2.7倍、建設業は 1.8倍、

製造業は 1.3 倍、商業は 0.9 倍、保健衛生

業は 0.8倍であった（表 5）。 

業種別の Joinpoint 回帰分析の結果を表

6 に示す。死亡災害について、製造業と建設

業で APC の有意な減少がみられた。商業で

は文節点が 2017年に観察され、AAPCの有意

な減少が観察された（図 6）。一方、運輸業

と保健衛生業で変化は観察されなかった。全

労働災害について、建設業で文節点が 2016

年に観察され（図 6）、AAPCの有意な減少が

観察された。一方、製造業と運輸業では APC

の変化は観察されなかった。また、商業と保

健衛生業では APC の有意な上昇が観察され

た。 

 

D. 考察 

 本研究では、公開データを用いて 2013〜

2019年の間の労働災害の年齢調整発生率の

推移を明らかにすることができた。 

死亡災害においては、全体で年間 5％の減

少がみられ、重大事故のリスクが高いと想定

される製造業・建設業でも有意な減少を認め

た。このことから、国の労働災害防止計画７）

に関する取り組みや各業種での労働安全対

策による効果が出ていることが考えられる。 

一方で全労働災害においては、全体で不変

であり、商業や保健衛生業などの特定の業種

では増加傾向がみられた。年齢分布の影響を

考慮してもこのような結果であったというこ

とは、高年齢労働者が増加する職場において

はますます労働災害発生数が増加すること

を意味している。また、本研究では公開デー

タの限界により個別の労働災害の分析がで

きなかったが、労働災害全体の約 4 割を占

める「転倒」や「動作の反動、無理な動作」

（腰痛等）について発生率の推移を分析する

ことは、高齢化を踏まえたより効果のある対

策を検討する上で重要となるだろう。 

 業種別においては、特に建設業と運輸業で

は、全業種の結果に比して死亡災害・全労働

災害ともに発生率が高値であった。労働災害

発生のハイリスク集団として、今まで以上に

業務内容に着目した有効な防止対策の開発

が必要と考えられる。また中小規模事業所で

は、安全衛生や産業保健の考えが十分に浸

透していないことが予想され、そういった箇

所にも対策が行き届くような仕組みを検討

していく必要があるだろう。 

本研究の限界として、基準人口や母集団の

妥当性、10歳年齢階級が挙げられる。また、

業種についても労働力調査と労働災害死傷

病報告の業種分類は完全には一致しないた

め誤分類の可能性がある。よって、年齢調整
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発生率の精度は必ずしも高いとは言えず、労

働災害の疫学研究の第１報の結果として、参

考値として考えるべきである。 

 今後は、本研究で明らかになった知見を活

かし、さらに特定の業種・職種や転倒などの

個別の事象に着目した疫学研究を進めてい

くことで、労働災害防止対策を検討する際の

エビデンスの集積に努める。また、バランス

機能向上が注目されているスポーツ（マリン

スポーツであるサーフィンや氷上スポーツで

あるアイスホッケーなど）8-10)などの運動介

入と動作解析を通じて（図 7）、個人要因を

改善し転倒予防に繋げるなどを、エイジフレ

ンドリーガイドラインのエッセンス版で検証

する。また、労働災害に関して国を代表する

データを用いた疫学研究は我々の知る限り

ほとんどみられないため、高年齢労働者の増

加による労働災害の予防のためにも、労働災

害の疫学研究をより進めていくことが望ま

れる。 

 

E. 結論 

本研究により、公開データを用いて、2013

〜2019年の間の年齢分布の影響を考慮した

死亡災害と全労働災害の年齢調整発生率を

明らかにし、年齢調整発生率の経時的変化

について、死亡災害と全労働災害の一様では

ないパターンを明らかにすることができた。

より効果的な労働災害防止対策を検討する

には、今後は特定の業種・職種や転倒などの

個別の事象に着目した疫学研究を進めてい

く必要があると考えられ、引き続きエビデン

スの集積に取り組んでいく。 
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表１．本研究における基準人口 

2015 年労働力調査 a 本研究での基準人口 b 

年齢階級 全雇用者数(万人) 年齢階級 全雇用者数(万人) 

15〜19 歳 91 15〜19 歳 91 

20〜24 歳 400 
20〜29 歳 922 

25〜29 歳 522 

30〜34 歳 557 
30〜39 歳 1189 

35〜39 歳 632 

40〜44 歳 749 
40〜49 歳 1426 

45〜49 歳 677 

50〜54 歳 602 
50〜59 歳 1131 

55〜59 歳 529 

60〜64 歳 436 
60 歳以上 902 

65 歳以上 466 

合計 5662 合計 5662 

a総務省「労働力調査」基本集計の年齢階級、産業別雇用者数（第 II-2-2 表）を e-Stat より

ダウンロード。 

b労働者死傷病報告にあわせて、15〜19 歳、20〜29 歳、30〜39 歳、40〜49 歳、50〜59 歳、

60 歳以上の年齢階級に再度集計。 
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表 2．2013〜2019 年の死亡災害の発生数および年齢調整発生率の推移 

年齢 

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 

発生数 

(人) 

雇用者数 

(万人) 

発生数 

(人) 

雇用者数 

(万人) 

発生数 

(人) 

雇用者数 

(万人) 

発生数 

(人) 

雇用者数 

(万人) 

発生数 

(人) 

雇用者数 

(万人) 

発生数 

(人) 

雇用者数 

(万人) 

発生数 

(人) 

雇用者数 

(万人) 

全体 1030 5564 1057 5607 972 5662 928 5764 978 5819 909 5936 845 6004 

15〜19 歳 19 88 21 89 11 91 7 98 13 95 11 109 4 116 

20〜29 歳 97 931 111 921 88 922 95 923 89 929 78 957 82 971 

30〜39 歳 137 1246 141 1218 122 1189 128 1177 100 1170 99 1156 95 1138 

40〜49 歳 192 1367 202 1401 177 1426 181 1476 213 1486 176 1491 174 1480 

50〜59 歳 218 1092 230 1110 247 1131 224 1142 235 1167 202 1201 184 1232 

60 歳以上 367 840 352 870 327 902 293 948 328 971 343 1022 306 1067 

死亡災害の年齢調整発生率（雇用者 10 万対） 

全体 1.9 1.9 1.7 1.6 1.7 1.5 1.4 

15〜39 歳 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 

40〜59 歳 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 

60 歳以上 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 
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表 3．2013〜2019 年の全労働災害の発生数および年齢調整発生率の推移 

年齢 

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 

発生数 

(人) 

雇用者数 

(万人) 

発生数 

(人) 

雇用者数 

(万人) 

発生数 

(人) 

雇用者数 

(万人) 

発生数 

(人) 

雇用者数 

(万人) 

発生数 

(人) 

雇用者数 

(万人) 

発生数 

(人) 

雇用者数 

(万人) 

発生数 

(人) 

雇用者数 

(万人) 

全体 1030 5564 1057 5607 972 5662 928 5764 978 5819 909 5936 845 6004 

15〜19 歳 19 88 21 89 11 91 7 98 13 95 11 109 4 116 

20〜29 歳 97 931 111 921 88 922 95 923 89 929 78 957 82 971 

30〜39 歳 137 1246 141 1218 122 1189 128 1177 100 1170 99 1156 95 1138 

40〜49 歳 192 1367 202 1401 177 1426 181 1476 213 1486 176 1491 174 1480 

50〜59 歳 218 1092 230 1110 247 1131 224 1142 235 1167 202 1201 184 1232 

60 歳以上 367 840 352 870 327 902 293 948 328 971 343 1022 306 1067 

全労働災害の年齢調整発生率（雇用者 10 万対） 

全体 213.9 213.9 205.4 203.7 205.7 211.9 205.6 

15〜39 歳 68.0 66.9 64.3 62.3 62.5 63.1 61.1 

40〜59 歳 97.1 97.4 93.2 93.3 93.9 97 94.2 

60 歳以上 48.9 49.6 47.9 48.1 49.3 51.8 50.3 
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表 4．業種別の死亡災害の発生数 

  
15〜19 

歳 

20〜29 

歳 

30〜39 

歳 

40〜49 

歳 

50〜59 

歳 

60 歳 

以上 

年齢調整 

発生率 

製造業 

2013 発生数(人) 3 21 45 39 44 49 2.1 

 雇用者数(万人) 10 151 235 267 196 129  

2014 発生数(人) 5 30 28 32 40 45 1.9 

 雇用者数(万人) 10 150 223 271 202 133  

2015 発生数(人) 3 15 27 37 40 38 1.7 

 雇用者数(万人) 11 145 219 271 206 135  

2016 発生数(人) 1 17 32 41 41 45 1.8 

 雇用者数(万人) 11 146 213 280 207 141  

2017 発生数(人) 4 16 21 35 46 38 1.6 

 雇用者数(万人) 11 148 213 280 210 143  

2018 発生数(人) 1 23 25 45 50 39 1.8 

 雇用者数(万人) 11 151 212 277 219 144  

2019 発生数(人) 2 16 21 32 25 45 1.4 

 雇用者数(万人) 11 152 208 272 225 148  

建設業 

2013 発生数(人) 12 30 43 51 73 133 8.0 

 雇用者数(万人) 4 44 88 98 86 88  

2014 発生数(人) 10 35 53 69 81 129 8.9 

 雇用者数(万人) 4 46 85 103 83 87  

2015 発生数(人) 6 32 33 58 73 125 7.7 

 雇用者数(万人) 4 46 81 107 79 88  

2016 発生数(人) 4 34 45 58 60 93 7.1 

 雇用者数(万人) 5 47 77 106 79 91  

2017 発生数(人) 6 37 37 75 59 109 7.6 

 雇用者数(万人) 4 48 74 108 81 92  

2018 発生数(人) 3 33 40 48 61 124 7.1 

 雇用者数(万人) 4 48 72 109 82 95  

2019 発生数(人) 2 30 30 45 53 109 6.1 

 雇用者数(万人) 4 49 70 107 81 99  

運輸業 

2013 発生数(人) 0 12 13 41 30 33 3.9 

 雇用者数(万人) 2 35 67 90 72 58  

2014 発生数(人) 0 7 17 54 38 38 4.5 

 雇用者数(万人) 3 34 67 91 71 57  

2015 発生数(人) 1 8 22 28 57 39 4.6 

 雇用者数(万人) 2 32 64 94 74 58  

2016 発生数(人) 2 8 13 28 42 32 3.7 

 雇用者数(万人) 2 33 58 96 76 61  

2017 発生数(人) 1 11 14 50 57 30 4.7 

 雇用者数(万人) 2 33 59 95 77 62  

2018 発生数(人) 0 7 8 31 32 44 3.4 

 雇用者数(万人) 3 32 60 94 79 62  

2019 発生数(人) 0 2 10 34 44 32 3.2 

 雇用者数(万人) 3 34 58 93 81 67  

商業 

2013 発生数(人) 2 11 6 25 21 28 1.0 

 雇用者数(万人) 24 175 211 234 180 135  
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2014 発生数(人) 1 13 11 15 22 41 1.1 

 雇用者数(万人) 24 175 203 239 183 141  

2015 発生数(人) 1 6 11 12 21 41 1.0 

 雇用者数(万人) 26 172 196 237 186 149  

2016 発生数(人) 0 10 15 19 15 33 1.0 

 雇用者数(万人) 26 169 195 246 189 153  

2017 発生数(人) 1 7 11 16 21 36 0.9 

 雇用者数(万人) 26 170 193 247 194 158  

2018 発生数(人) 4 3 6 12 19 34 0.8 

 雇用者数(万人) 30 169 184 247 199 164  

2019 発生数(人) 0 5 4 14 16 26 0.6 

 雇用者数(万人) 32 166 176 242 202 168  

保健衛生業 

2013 発生数(人) 0 0 2 2 2 7 0.2 

 雇用者数(万人) 4 131 173 169 142 89  

2014 発生数(人) 0 0 4 3 2 4 0.2 

 雇用者数(万人) 3 135 173 174 145 97  

2015 発生数(人) 0 1 0 4 1 2 0.1 

 雇用者数(万人) 3 141 174 182 152 107  

2016 発生数(人) 0 2 1 2 2 6 0.2 

 雇用者数(万人) 4 134 176 196 153 116  

2017 発生数(人) 0 2 0 1 1 2 0.1 

 雇用者数(万人) 3 131 174 202 158 119  

2018 発生数(人) 0 0 0 1 6 6 0.2 

 雇用者数(万人) 3 131 172 201 162 132  

2019 発生数(人) 0 0 0 3 4 4 0.1 

 雇用者数(万人) 3 130 170 205 165 143  
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表 5．業種別の全労働災害の発生数 

  15〜19 

歳 

20〜29 

歳 

30〜39 

歳 

40〜49 

歳 

50〜59 

歳 

60 歳 

以上 

年齢調整 

発生率 

製造業 

2013 発生数(人) 647 4059 5241 5965 5913 5252 282.4 

 雇用者数(万人) 10 151 235 267 196 129  

2014 発生数(人) 642 4225 5068 6242 5958 5317 284.5 

 雇用者数(万人) 10 150 223 271 202 133  

2015 発生数(人) 585 3944 4865 5870 5660 5467 273.4 

 雇用者数(万人) 11 145 219 271 206 135  

2016 発生数(人) 545 3814 4639 6088 5852 5516 269.8 

 雇用者数(万人) 11 146 213 280 207 141  

2017 発生数(人) 530 3946 4540 6012 6055 5591 269.9 

 雇用者数(万人) 11 148 213 280 210 143  

2018 発生数(人) 520 3880 4695 6328 6323 6096 278.6 

 雇用者数(万人) 11 151 212 277 219 144  

2019 発生数(人) 523 3891 4429 6003 6020 6007 267.7 

 雇用者数(万人) 11 152 208 272 225 148  

建設業 

2013 発生数(人) 631 2541 3319 3305 3379 4014 434.7 

 雇用者数(万人) 4 44 88 98 86 88  

2014 発生数(人) 587 2466 3216 3432 3218 4265 429.8 

 雇用者数(万人) 4 46 85 103 83 87  

2015 発生数(人) 536 2209 2801 3206 2927 3905 392.5 

 雇用者数(万人) 4 46 81 107 79 88  

2016 発生数(人) 460 2258 2642 3160 2715 3823 375.7 

 雇用者数(万人) 5 47 77 106 79 91  

2017 発生数(人) 438 2309 2523 3212 2781 3866 378.0 

 雇用者数(万人) 4 48 74 108 81 92  

2018 発生数(人) 414 2325 2536 3292 2815 3992 381.1 

 雇用者数(万人) 4 48 72 109 82 95  

2019 発生数(人) 386 2362 2402 3197 2875 3961 376.0 

 雇用者数(万人) 4 49 70 107 81 99  

運輸業 

2013 発生数(人) 160 1475 3372 5574 4365 2749 539.8 

 雇用者数(万人) 2 35 67 90 72 58  

2014 発生数(人) 176 1420 3146 5745 4567 2853 543.3 

 雇用者数(万人) 3 34 67 91 71 57  

2015 発生数(人) 148 1373 2852 5550 4652 2850 527.9 

 雇用者数(万人) 2 32 64 94 74 58  

2016 発生数(人) 197 1359 2754 5483 4720 3090 531.2 

 雇用者数(万人) 2 33 58 96 76 61  

2017 発生数(人) 193 1547 2715 5462 5221 3213 551.3 

 雇用者数(万人) 2 33 59 95 77 62  

2018 発生数(人) 180 1706 2694 5625 5712 3638 579.4 

 雇用者数(万人) 3 32 60 94 79 62  

2019 発生数(人) 215 1611 2537 5223 5617 3702 548.5 

 雇用者数(万人) 3 34 58 93 81 67  

商業 

2013 発生数(人) 434 2237 2660 3435 4134 3936 179.5 

 雇用者数(万人) 24 175 211 234 180 135  
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2014 発生数(人) 406 2316 2552 3524 4383 4324 184.5 

 雇用者数(万人) 24 175 203 239 183 141  

2015 発生数(人) 449 2193 2485 3500 4290 4233 178.7 

 雇用者数(万人) 26 172 196 237 186 149  

2016 発生数(人) 409 2182 2315 3547 4459 4781 181.7 

 雇用者数(万人) 26 169 195 246 189 153  

2017 発生数(人) 428 2033 2382 3674 4654 5099 184.8 

 雇用者数(万人) 26 170 193 247 194 158  

2018 発生数(人) 487 2167 2500 3842 4988 5760 197.2 

 雇用者数(万人) 30 169 184 247 199 164  

2019 発生数(人) 455 2069 2281 3719 5001 5909 194.0 

 雇用者数(万人) 32 166 176 242 202 168  

保健衛生業 

2013 発生数(人) 68 1155 1584 2046 2940 2171 147.0 

 雇用者数(万人) 4 131 173 169 142 89  

2014 発生数(人) 69 1072 1622 2239 3015 2325 148.4 

 雇用者数(万人) 3 135 173 174 145 97  

2015 発生数(人) 59 1108 1548 2222 3105 2666 145.9 

 雇用者数(万人) 3 141 174 182 152 107  

2016 発生数(人) 64 1053 1541 2393 3421 3041 150.9 

 雇用者数(万人) 4 134 176 196 153 116  

2017 発生数(人) 64 1134 1565 2464 3519 3360 156.6 

 雇用者数(万人) 3 131 174 202 158 119  

2018 発生数(人) 63 1171 1636 2592 3816 3930 164.9 

 雇用者数(万人) 3 131 172 201 162 132  

2019 発生数(人) 54 1159 1665 2576 3849 4256 163.6 

 雇用者数(万人) 3 130 170 205 165 143  
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表 6．業種別の Joinpoint 回帰分析における死亡災害および全労働災害の年齢調整発生率の annual 

percent change および average annual percent change 

期間 
死亡災害 全労働災害 

APC (95%CI) AAPC (95%CI)a APC (95%CI) AAPC (95%CI) 

全業種 

2013~2019 -5.1 (-6.8, -3.3) -5.1 (-6.8, -3.3) -0.5 (-1.5, 0.5) -0.5 (-1.5, 0.5) 

製造業 

2013~2019 -4.4 (-8.2, -0.5) -4.4 (-8.2, -0.5) -0.8 (-1.7, 0.2) -0.8 (-1.7, 0.2) 

建設業 

2013~2019 -4.5 (-7.9, -1.0) -4.5 (-7.9, -1.0)  

2013~2016   -0.5 (-11.8, 2.2) 
-2.5 (-4.8, -0.1) 

2016~2019   0.1 (-7.3, 8.0) 

運輸業 

2013~2019 -3.6 (-10.1, 3.4) -3.6 (-10.1, 3.4) 0.8 (-0.6, 2.2) 0.8 (-0.6, 2.2) 

商業 

2013~2017 -3.1 (-14.7, 10.1) 
-8.0 (-15.1, -0.3)  

2017~2019 -17.1 (-47.7, 31.6) 

2013~2019  1.5 (0.3, 2.7) 1.5 (0.3, 2.7) 

保健衛生業 

2013~2019 -6.6 (-18.1, 6.5) -6.6 (-18.1, 6.5) 2.2 (1.1, 3.3) 2.2 (1.1, 3.3) 

省略: annual percent change, APC; average annual percent change, AAPC; confidence interval, CI。 
a文節点がない場合、APC と AAPC は一致。 

 

  



 

 
20 

 

 

 

図 1. 全体および各年齢グループの死亡災害の年齢調整発生率 
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図 2. 全体および各年齢グループの全労働災害の年齢調整発生率 
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図 3. Joinpoint Software によって作成された 2013〜2019 年の間の労働災害の齢調整発生率の推移。

点は年齢調整発生率、線は APC の傾向を示す。（a）死亡災害では文節点である Joinpoint は観測され

ず、2013〜2019 年の間の APC は-0.51（P<0.05）と有意であった。つまり、死亡災害の年齢調整発生

率には、年間 5%の有意な減少が観察された。(b)全労働災害では文節点である Joinpoint は観測されず、

2013〜2019 年の間の APC は有意ではなかった。つまり、全労働災害の年齢調整発生率には、有意な変

化が観測されなかった。 
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図 4. 業種別の死亡災害の年齢調整発生率 
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図 5. 業種別の全労働災害の年齢調整発生率 
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図 6. Joinpoint Software によって作成された 2013〜2019 年の間の各業種の労働災害の齢調整発生率

の推移。商業の死亡災害と建設業の全労働災害に文節点が観察された。 
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図 7. 転倒しやすいスポーツに重心動揺と非接触型モーションキャプチャのフィードバックを組み合わ

せることによりバランス機能向上させ、転倒予測の身体的パラメータの改善を試みた一例. 樹脂製人工

アイスプレート（Glice® Japan）を用いたアイスホッケー介入実験の予備的調査により、３ヶ月間後に

30 秒間の閉眼開眼重心動揺総軌跡長比が改善が確認された（ロンベルグ率 1.6→1.4）. 
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2023 年度厚生労働科学研究費（労働安全衛生総合研究事業） 

「高年齢労働者の身体的能力の実態把握と 

それに基づく転倒を始めとした労働災害防止対策の効果の検証のための研究」 

分担研究報告書 

 

身体機能・認知機能の評価指標および測定手法の検討 

 

研究協力者 松田 文子 公益財団法人大原記念労働科学研究所 

研究協力者 石井 賢治 公益財団法人大原記念労働科学研究所 

研究協力者 湯淺 晶子 東京女子医科大学看護学部 

研究協力者 芳地 泰幸 順天堂大学スポーツ健康科学部 

研究協力者 原田 若奈 川崎市立看護大学看護学科 

研究協力者 永峰 大輝 東京女子医科大学医学部 

研究協力者 池上 徹  公益財団法人大原記念労働科学研究所 

研究分担者 酒井 一博 公益財団法人大原記念労働科学研究所 

 

研究要旨 

【目的】現在の産業構造や労働形態の変化に資する高年齢労働者と若年齢労働者を比較し

た最新指標の作成に繋げるため、高年齢労働者の心身機能の測定に関する評価指標、測定

する項目を整理するとともに、その測定方法を検討する。 

【方法】 

文献レビューおよび平衡感覚・姿勢保持能評価の予備試行を行った。 

【結果・考察】 

文献レビューは、発行年は検索時点から過去 10 年間とした。身体機能の評価指標は 212

項目、認知機能の評価指標は、216 項目が抽出された。今回用いた 3 種類の機器の実現可

能性が高いことが示唆された。今後はデータを増すことで、より加齢による身心機能の変

化を推定できると考える。 

 

 

A. 研究目的 

第 14次労働災害防止計画においても、こ

れまでに引き続き、産業現場の高齢化に伴う

転倒防止対策や高年齢労働者に配慮した職

場環境の整備等が求められている。一般的に

高齢になるほど、心身機能の低下がみられ、

労働災害の発生リスクも高まるとされてい

る。現在、死亡災害については減少傾向にあ

るが、転倒や腰痛などの死亡を含まない労働

災害が増加しており、高年齢労働者にこれら

の災害が発生した場合、休業期間が 1 ヶ月

以上と重症する傾向が見られている。しかし

ながら、その元となる高年齢労働者の身体・

精神機能や、年齢とパフォーマンスの関連に
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ついては十分に知見がない。 

本研究では、労働者の心身機能の性別ごと

の加齢による変化をデータ化するために、成

人の身体機能および認知機能の評価に用い

られている指標を過去10年間のレビュー論

文から明らかにすること、および、主に転倒

リスク・姿勢保持やバランス能力等について、

予備的な測定を行い、評価値を年齢層別に

比較することを目的とする。 

 

B. 研究方法 

１．文献レビュー 

データベース検索は PubMed、医中誌を用

いた。検索ワードは、身体機能を"physical 

function" OR "physical fitness"、認知機

能を"cognitive function"、測定・評価を

"test" OR "measurement" OR "assessment"

とした。発行年は検索時点から過去 10年間

とし、19歳以上を対象としたレビュー論文

で抄録および本文が入手できることを条件

にした。検索日は、2023 年 10 月 1 日だっ

た。文献の選択と特定は 2 名の研究者が独

立して行い、判断が一致しない場合は、3人

目の研究者が判断するか、2名で議論して決

定した。Umbrella Reviewは除外した。分析

対象のレビュー論文から、身体機能、認知機

能の評価指標および測定対象のデータを抽

出した。 

 

２．平衡感覚・姿勢保持能評価の予備試行 

転倒リスク・姿勢保持やバランス能力等を

計測可能な市販の機器 3種類（StA²BLE、立

位バランス筋力測定センサー、D-walk）につ

いて、予備的に測定を行い、握力、長座位体

前屈、Mini-Mental State Examination、

Trail Making Test、質問紙等とともに、評

価値を年齢層別に比較した。 

測定参加者は 20歳代から 70歳代まで 45

名（うち男性 22名）で、平均 46.7±17.2歳

であった。歩行試験を含むため、杖等を伴わ

ずに自力で歩行ができない方は、募集の段階

で除外した。試験実施時点で、抗てんかん薬

等の服薬している方はいなかった。 

 

C. 結果 

１．文献レビュー 

データベース検索 385 件のレビュー論文

のうち 222 件が分析対象となった。レビュ

ーの種類は、Systematic Review156件が最

も多く、非IMRAD形式の論文は29件あった。

身体機能の評価指標は、212項目が抽出され

た。多かったのは、Timed Up-and Go test

（TUG）43件、Short Physical Performance 

Battery（SPPB）34件、6-min walk test（6MWT）

32件、Grip Strength29件、36-Item Short 

Form Health Survey（SF-36）28件であっ

た。１つの論文でしか記述されていない評価

指標も多かった。身体機能の測定対象は 40

項目が抽出され、筋力、筋肉量、バランス、

握力、肺機能、歩行などがあったが、記述し

ていない論文も多かった。認知機能の評価指

標は、216項目が抽出された。Mini-mental 
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State Examination（MMSE）が最も多く、67

件の論文に記述されていた。次いで、

Montreal Cognitive Assessment（MoCA）26

件、Trail Making Test（TMT）23件、Wechsler 

Adult Intelligence Scale（WAIS）17件、

Stroop Test14 件、Alzheimer's Disease 

Assessment Scale （ADAS）12 件、Clock 

Drawing Test（CDT）11件の順であった。認

知機能の測定対象は 47 項目抽出されたが、

評価指標との識別が難しかった。 

 

２．平衡感覚・姿勢保持能評価の予備試行 

 得られた結果の平均値をみると、最も若い

20 代の群と最も高齢の 70 代の群の差はあ

るものの、各年代層の結果を踏まえると年齢

による差異が顕著な指標と、その傾向が見出

しにくい指標があることが分かった。 

これが機器による特色なのか、今回の測定対

象者の特色による差なのかは、引き続き、分

析していく必要がある。 

 

D. 考察 

レビュー論文からは、身体機能あるいは認

知機能はさまざまな指標によって評価され、

その中でも採用されやすい指標があることが

わかった。ただし、複数の測定項目を組み合

わせた評価指標も多く、詳細な分析が必要で

ある。目的に応じて適切に測定し評価される

指標であるかの検証も必要であると考える。

また、労働現場で労働者を対象に測定する場

合、測定の簡便さと費用、測定方法と結果の

精度ならびに安全性の確保を同時に検討す

る必要がある。労働者の身体機能や認知機

能を包括的に評価するには、さらなる議論が

求められることが示唆された。 

平衡感覚・姿勢保持能評価の予備試行か

らは、世代間の指標の変化・トレンドは、そ

れぞれの指標により異なっており、評価の際

には、指標の示す機能の変化と組み合わせを

考慮する必要があることや、今回用いた3種

類の機器の実現可能性が高いことが示唆さ

れた。今後はデータを増すことで、より加齢

による身心機能の変化を推定できると考え

る。 
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